Plan
１点目　すべての男性および女性の正規労働者に育児休業を義務づけます。
２点目　育児休業期間は２週間以上とします。
３点目　企業が休業取得者に不利益を与えた場合、企業に罰則を課します。
４点目　Planの細目以外は現状の育児休業法にしたがいます。
５点目　必要な法律の改正を行います。

A.現在日本では少子化が進行しています。
お茶の水女子大学名誉教授　湯沢雍彦（ゆざわやすひこ）
少子化をのりこえたデンマーク　朝日選書　p21　2001年
「日本では、（中略）1973年に2.08の人口置き換え水準を割って以来、これに戻ること
なく1993年には1.46にまで下がり、（中略）相変わらず低下の一途をたどり、99年には
1.34を記録するまでになった。」

B-1.この深刻な少子化の原因は女性が育児に対して身体的・精神的な負担を感じているからです。
東京大学教授　佐藤博樹・武石恵美子　男性の育児休業　中公新書　p6　2004年
「家庭内では、妻が過重に育児責任を担う現状から、「父親不在」といわれる状況がも
たらされている。（中略）育児休業取得者の97%が女性であるため、出産・育児のキャリアへの影響は男性に比べて女性においてはるかに大きく、マイナスの影響を最小限にするために出産のタイミングを調整するなどの行動も見られる。一方、無業の母親には、共働きの母親以上に子育て責任が集中していると考えられ、「子育て負担感」は有業の母親以上に強く、子育てに対するネガティブな意識につながっていることが指摘されている。」

B-2.この、父親不在での母親の負担は、虐待につながってしまうほど深刻なものです。
小児科専門医　中村敬氏のＨＰより、育児不安についての調査について引用します。
http://www.aiiku.or.jp/aiiku/rpi/nakamura/health_rep1/health_rep2.htm
虐待感をもつ母親の頻度は、父親がよく育児に参加している群では20.9％であるのに対して、父親があまり育児に参加していないものでは29.2％であり、約1.4倍の高さであった。（中略）父親が育児にあまりかかわらない家庭では、母親の育児不安が増大し、子どもへの虐待感が高くなる。これは、父親不在の孤立した育児により、子育てへのストレスが増幅し、子どもへの対処が感情的になり、感情の高ぶりを押さえきれず子どもをストレス発散の対象として扱ってしまうなど、追いつめられた母親の心理状態を表している。

B-3.そして、この育児への父親不在というのは、育児休暇を男性が取りたくても取りづらく
、実際取っていない状況が大きな原因です。

１）実際、多くの男性は育児休業を取りたいと思っています。
男性の育児休業　東京大学教授　佐藤博樹ら　（２００４年）　中央公論新社　　p26
「子育て気にある男性の育児休業取得の意向をみると、「ぜひ機会があれば育児休業を取得する」が7.4％、「取得する希望はあるが、現実的には難しい」が36.0％と、育児休業を取得したいと考える男性は半数程度、強い希望をもつ男性は1割程度存在している。」

２）しかし実際に育児休暇を取っている男性はごくわずかです。
同資料　　p15
「これまでに男性の育児休業取得者が１人でもいたとする企業は５．９％、９割以上の企業は男性の育児休業取得実績のない企業である。また育児休業取得者全体に占める割合は１．９％である」

３）これは、育児休業をとらせまいとする職場環境が原因
同資料　ｐ４２
「職場の雰囲気についての解答を求めると、男性が育児休業をとりにくい雰囲気があると感じている割合が非常に高いことがわかる。男性が取得する場合に「非常に取得しにくい」と考えている従業員は５割以上、「どちらかといえば取得しにくい」まで含めれば、実に８割近くが「取得しにくい」と感じている」

結果として育児は父親不在のものとなり、女性に大きな負担がかかってしまっています。
また、現在の育児休業法では、男性が育児休業を取りたくても取れない、つまり育児休業を取り育児に参加する権利を侵害されている状態でもあるのです。

Ｃ.このような原因で出生率が低下していくと、労働人口が減少するので、年金・医療保険制度に深刻な影響が出ます。
インターネット家計簿ＨＰ　　AFP ファイナンシャル・プランナー池田洋子氏
http://ai2you.com/iKakeibo/column/clm_column.asp?clm_id=79
「出生率の低下の影響は労働力人口を減少させ、当然の事ながら日本経済の潜在成長率の低下につながります。人口の急激な減少は、保険料を負担し年金制度を支える現役世代の減少を意味します。年金・医療保険制度に大きな影響を及ぼし、公的年金の財政を直撃するのは必至でしょう。」




Ｄ.プランを実行すれば、少子化は解決されます。なぜならば、

一点目、プラン実行により、男性正規労働者はすべて育児休暇を取得することになることで、育児に参加する権利が保証されます。

二点目。また、男性が育児休暇を取得することで女性の育児における精神的負担が軽減されます。
お茶の水女子大学名誉教授　湯沢雍彦（ゆざわやすひこ）
少子化をのりこえたデンマーク　朝日選書　p123　2001年
「育児休業中は、それに付随する家事労働も夫が主体的に担当することになる。しかし、この経験により、妻の家事や子育ての大変さを身をもって知ることになり、自然と家事や子育てをシェアする姿勢が身につき、それが妻の時間的・精神的ゆとりを生み、夫婦関係にも好影響を及ぼしているようである。」

ゆえにプランを導入することにより、Ｂ.1で述べた女性の育児に対しての精神的・肉体的負担が大幅に軽減されることで、少子化が緩和されるのです。


E.　実際デンマークでは、2週間の父親休暇を取り入れることで出生率が上昇しました。
先に引用した資料、 少子化をのりこえたデンマーク　　p81-82　
「84年に「出産休業法」により（中略）2週間の父親休暇も取り入れた。（中略）父親休暇の取得率は、1995年現在対象となる父親の58.2%が取り、半分を越えた。」
同資料ｐ27
「1983年の1.37を最低として、84年から出生率は上向きに転じ、その後も順調に伸びて94年と95年には1.82まで上昇した。」

このようにプランを導入すると、深刻な少子化が緩和されます。
また、現状では、法的には育児休暇を取る権利があるのに、男性は環境的に取りづらいという、権利を侵害されている状態ですが、この権利が保証されます。
そして、C-2で述べた深刻な女性の負担が軽減されます。

プランを実行すると、このように大変良い世界になるのです。よってこれらのプランは実行するべきです。

